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１．はじめに  

 国が発注する工事においては，競争性や公正性の

確保の観点から，会計法令上の原則である一般競争

入札が用いられている．しかし，災害復旧事業にお

いては，「災害復旧における適切な入札契約方式の適

用ガイドライン（平成 29 年 7 月）１）」（以下，「災害

復旧ガイドライン」という．）に基づき，早期復旧の

ため平常時とは異なる入札契約方式が適用される．

しかしながら，災害復旧ガイドラインには業務の適

用に関する記載がないことや随意契約の適用条件が

わかりづらいことが課題として指摘されている． 

本稿では，近年の大規模災害における業務・工事

の入札契約方式の適用上の課題とその改善策につい

て考察する． 

２．調査方法及び調査対象 

 調査対象とした近年の大規模災害を表-1 に示す．

これらの大規模災害における入札契約データの整理

や地方整備局の発注担当者へのヒアリングにより，

災害復旧における入札契約方式の適用状況を把握し

た． 

３．入札契約方式の適用に関する課題  

図-1 に災害復旧における入札契約方式適用例を

示す．災害に備えて平常時に災害協定が締結され，

発災後の被害状況把握や応急復旧段階では，協定締

結者との随意契約が活用されている．しかし，本復

旧段階での随意契約の適用については事例によって

状況が異なっている．  

被災者としては一日でも早い本復旧が望まれる．

施工者としても「地域の守り手」として被災地の一

日も早い復旧に使命感を感じている．このような状

況において，早期着手を目的として随意契約を適用

すべきと考える発注者は多い．しかし，本復旧にお

いて，通常なら被害を生じない程度の降雨や余震に

対しても十分な警戒が必要となり住民生活に著しい

制約がある場合でも随意契約の適用がためらわれる

表-1 調査対象 

発災年 災害名 地方整備局 

平成28年 熊本地震 九州 

平成29年 九州北部豪雨 九州 

平成30年 西日本豪雨 中国 

令和元年 東日本台風 関東・東北・北陸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 災害復旧における入契方式適用例2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 熊本地震における入契方式適用例 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 東日本台風における入契方式適用例 

 キーワード 災害復旧，入札契約方式，随意契約 

 連絡先   〒305-0804 茨城県つくば市旭一番地 国土交通省国土技術政策総合研究所 ＴＥＬ029-864-4239 

発災 R１/10/12 業 務 工 事

R1/10/13【随契】令和元年度穂保地区堤防緊
急復旧工事，等

●本復旧方針検討（有識者会議）
R1/10/15～R2/2/19千曲川堤防調査委員会

R1/10/16【随契】令和元年台風１９号長野市穂
保緊急復旧工事上流工区，等

R1/10/29【随契】令和元年台風第１９号千曲川
測量等業務，等

R2/4/1 【一般】 穂保堤防災害復旧その１工事，
等

R1/10/31 【随契】 令和元年台風第１９号千曲川
災害復旧検討業務，等

R2/8/5 【公指】 令和２年度管内護岸設計等そ
の２業務，等

R3/7/1 【一般】 千曲川穂保地区堤防強化工事
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発災 H28/4/16 業 務 工 事

【随契・道路】緑川下流第４地区応急補修工事
（点検パトロール含む）

【随契・河川】堤防補修復旧工事に係る業務 【随契・河川】堤防補修復旧工事

【随契・道路】道路復旧，斜面防災対策，橋梁復
旧，トンネル復旧等に係る業務

【随契・道路】道路復旧，斜面防災対策，橋梁復
旧，トンネル復旧等工事

H28/6/30【随契・道路】二重峠トンネル詳細設計
業務

H28/9/9【総合・道路】古城地区工事用道路工事

H28/9/1【随契・道路】阿蘇大橋外設計業務
H28/9/30【総合・道路】阿蘇大橋地区工事用道
路工事

H29/4/3【公競】北側復旧ルート事業監理業務
H29/3/10【ECI】二重峠トンネル工事（阿蘇工区・
大津工区）
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【随契】■川浸水状況調査
【随契】▲川垂直写真撮影
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【一般】■川●地区堤防復旧工事
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【随契】●地区道路啓開作業
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【随契】●地区応急復旧工事
【随契】●地区応急復旧工事
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【随契】●地区道路設計
【随契】●大橋詳細設計

・・・・・

【一般】●地区道路復旧工事
【一般】●大橋取付道路工事

・・・・・
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との関係

道路啓開、がれき撤去、堤防等河川堤防施設等の応急復旧工事
孤立集落解消のための橋梁復旧など緊急性が極めて高い本復旧工事

出水期や降雪期等の一定の期日までに
復旧を完了させる必要がある工事等

【被災者の声】
仮堤防では、少しの雨での避難が必要
一日も早く本復旧を完了してほしい

【発注担当者の声】
早期工事着手のため
一日でも早く着手すべき業務は多い

【発注担当者の声】
早期工事着手のため
随意契約を適用

【施工者の声】

早期復旧は地域の守り手
としての使命感
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ことがあり，工事・業務を問わず，本復旧以降の入札契約方式の適用条件の明確化が課題となっている．  

その一方で，契約が急がれるあまりにむやみに参入が緩和されると，設計不備や施工不具合等のリスクが生

じる懸念がある． 

４．入札契約方式の適用状況  

 熊本地震の復旧では，応急復旧段階では，堤防補修や道路補修等，工事・業務ともに随意契約が適用されて

いる．本復旧段階では，多くは一般競争入札が適用されているが，二重峠トンネル等の主要構造物の詳細設計

業務では随意契約が適用されている．また，発注者体制強化のために事業促進ＰＰＰが適用されたり，本復旧

の工事にあたる二重峠トンネルの工事では技術提案・交渉方式が適用されたりし，入札契約方式の選定に様々

な工夫がなされている（図-2）．一方，東日本台風では，工事・業務とも，応急復旧段階では随意契約が適用さ

れているが，本復旧段階になると随意契約の適用が少ない（図-3）．九州北部豪雨，西日本豪雨でも，本復旧

段階における随意契約の適用が少ないという状況は同様であった． 

このように随意契約の適用が事例によって異なっている要因として，ひとつは被災規模に応じた現地状況が

挙げられるが，災害復旧ガイドラインに随意契約の具体的な適用条件の記載が少ないことが大きいことがヒ

アリングにより明らかとなった． 

５．随意契約適用の改善  

 随意契約の適用が事例によって異なっている状況

を踏まえ，本復旧でも適用できる場面や適用の考え方

を具体化する必要があることがわかった．そこで，有

すべき機能・性能の回復のため緊急性の高い具体的な

事例を抽出した（表-2）．暫定基準水位が運用されてい

る仮堤防の本復旧や，土砂流出による二次災害が懸念

される状況での緊急砂防工事，歩道幅員が十分に確保

できていない緊急う回路で運用している状況でのう

回路設置などは，会計法で随意契約の適用を認める緊

急の必要に該当する場面である． 

このように，随意契約を適用できる場面や考え方を

具体化することで随意契約の適正な適用を促すこと

ができると考える．  

また，設計不備や施工不具合等による復旧遅延を防

止するため，発注者により平常時の業務や工事等を通

じて業者の実施体制等を把握したうえで業者選定が

なされ、受注者は相応の実施体制を確保することが重

要である． 

６．おわりに  

本稿では，災害復旧における緊急性の高い場面の具体的事例を分析し，本復旧段階でも構造物が有すべき機

能・性能の回復まで随意契約を適用できる場面があるという考え方を示した（図-4）．一方で，緊急性が高い

状況であっても，効率的，確実な施工のため施工者に提案を求めることが有効な場合等，工事の特性に応じて，

一般競争入札・総合評価落札方式や，技術提案・交渉方式の適用も検討されることに留意する必要がある． 
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表-2 本復旧の緊急の必要に該当する事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 災害復旧における入契適用の考え方 
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